































　そこで，本研究では，2008 年に行った「中小企業における情報活用力と IT 化に関する
アンケート調査」と中小企業庁の委託により三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式
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るような導入や，部門や業務ごとにばらばらの導入などではなく，企業における経営戦略
に合わせた形での情報システムの導入が求められていくことになる。これは，岡田（2013）
が「単に IT を導入することが「IT 経営」ではないということを最初に気をつけなければ















































































































する。分析の対象となる調査は 2 つある。ひとつは，2008 年に行った「中小企業におけ
る情報活用力と IT 化に関するアンケート調査」以下，情報活用力調査である。もうひと


























製造業 311  40.0％
卸売業・小売業 245  31.5％
情報通信業 59   7.6％
運送業，郵便業 69   8.9％
宿泊業，飲食，サービス業 12   1.5％
生活関連サービス業・娯楽業 25   3.2％





製造業 1181  28.6％
卸売業・小売業 734  17.8％
サービス業 813  19.7％
建設業 607  14.7％
運輸業 465  11.3％
情報通信業 172   4.2％
その他 160   3.9％
合計 4132 100.0％
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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　相談や支援を依頼した企業の合計が 47.6% に対し，依頼をしなかった企業は 47.3% であ
る。2008 年の調査の時点では，情報システムを導入する際に，相談や支援の依頼をする
ことなく，約半数の企業が情報システムの導入を進めていたことが明らかになった。
　相談や支援を依頼していたのは，「中小 IT ベンダー」が 17.4% ともっとも多くなって




中小 IT ベンダー 54  17.4％
大手 IT ベンダー 32  10.3％
公認会計士・税理士 17   5.5％
コンサルタント企業・IT コーディネーター 19   6.1％
公的機関   6   1.9％
金融機関   0   0.0％
その他 20   6.4％
依頼をしなかった 147  47.3％









メーカ・販売会社」の 44.5% である。これは，情報活用力調査における「中小 IT ベンダー」
に該当しているのではないかと考えられる。どちらの調査においても，地元にある，中小
IT ベンダーが相談や支援を依頼しやすい存在であるということができる。続いて，「地元














　相談や支援を依頼した企業の合計が 56.3% に対し，依頼をしなかった企業は 35.9% であ
る。製造業と比較して，卸売業・小売業では，相談や支援の依頼をした企業が多いことが
分かる。
　相談や支援を依頼していたのは，「中小 IT ベンダー」が 20.8% ともっとも多い結果と
なった。続いて，11.4% の「大手 IT ベンダー」である。卸売業・小売業においても，製
図表 4　【製造業】相談や支援の依頼対象（生産性向上調査）
回答企業 構成比率
地元の IT メーカ・販売会社 496 44.5％
地元以外の IT メーカ・販売会社 277 24.8％
公認会計士・税理士 248 22.2％
IT コンサルタント・IT コーディネータ   59  5.3％




無回答   66  5.9％
全体 1115 ―
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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ことができる。続いて，「地元以外の IT メーカ・販売会社」が 28.9% となっている。この
ように，相談や支援の依頼先の多くを IT ベンダーが占める点は製造業と同様の傾向であ








地元の IT メーカ・販売会社 320 46.0％
地元以外の IT メーカ・販売会社 201 28.9％
公認会計士・税理士 177 25.4％
IT コンサルタント・IT コーディネータ 56  8.0％




無回答 16  2.3％
全体 696 ―




中小 IT ベンダー 51  20.8％
大手 IT ベンダー 28  11.4％
公認会計士・税理士 12   4.9％
コンサルタント企業・IT コーディネーター 15   6.1％
公的機関   1   0.4％
金融機関   2   0.8％
その他 29  11.8％
依頼をしなかった 88  35.9％














　情報活用力調査では，図表 7 より「財務」システムに関して「IT 化しており，情報活
用ができている」としている企業が 69.8% という結果となった。「会計」システムに関し











査では，図表 7 より，財務システムに関して「IT 化しており，情報活用ができていない」
としている企業は 11.6% となった。会計システムに関しては，図表 8 より「IT 化しており，
情報活用ができていない」としている企業は 11.9% となった。財務システム，会計システ
ムともに活用ができていない企業は 10% 程度の割合であることが分かる。




活用力調査では，図表 7 より財務システムを「IT 化していない，または対象外」として


























IT 化しており，情報化ができている 217  69.8％
IT 化しており，情報化ができていない 36  11.6％
IT 化していない，または対象外 46  14.8％





IT 化しており，情報化ができている 214  68.8％
IT 化しており，情報化ができていない 37  11.9％
IT 化していない，または対象外 47  15.1％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 816  69.1％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない   40   3.4％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 287  24.3％
無回答   38   3.2％
合計 1181 100.0％



























IT 化しており，情報化ができている 139  44.7％
IT 化しており，情報化ができていない 79  25.4％
IT 化していない，または対象外 76  24.4％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 540  45.7％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない   96   8.1％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 499  42.3％
無回答   46   3.9％
合計 1181 100.0％
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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に関しても，情報活用力調査と生産性向上調査において，どちらも在庫管理システムとし
て調査を行っている。






















IT 化しており，情報化ができている 168  54.0％
IT 化しており，情報化ができていない 60  19.3％
IT 化していない，または対象外 72  23.2％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 624  52.8％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない   92   7.8％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 428  36.2％
無回答   37   3.1％
合計 1181 100.0％












　情報活用力調査では，図表 14 より「財務」システムについて「IT 化しており，情報活
用ができている」としている企業は 77.6% となった。図表 15 より「会計」システムにつ







IT 化しており，情報化ができている 190  77.6％
IT 化しており，情報化ができていない 19   7.8％
IT 化していない，または対象外 23   9.4％





IT 化しており，情報化ができている 178  72.7％
IT 化しており，情報化ができていない 20   8.2％
IT 化していない，または対象外 32  13.1％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 544  74.1％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない 19   2.6％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 146  19.9％
無回答 25   3.4％
合計 734 100.0％
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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査では，図表 14 より，財務システムに関して「IT 化しており，情報活用ができていない」
としている企業は 7.8% となった。会計システムに関しては，図表 15 より「IT 化しており，
情報活用ができていない」としている企業は 8.2% となった。財務システム，会計システ
ムともに活用ができていない企業は少ないことが分かる。




活用力調査では，図表 14 より財務システムを「IT 化していない，または対象外」として




















IT 化しており，情報化ができている 159  64.9％
IT 化しており，情報化ができていない 41  16.7％
IT 化していない，または対象外 31  12.7％










図表 17 より，12.7% という結果を示している。生産性向上調査では，顧客管理システム









IT 化しており，情報化ができている 145  59.2％
IT 化しており，情報化ができていない 38  15.5％
IT 化していない，または対象外 45  18.4％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 445  60.6％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない 51   6.9％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 214  29.2％
無回答 24   3.3％
合計 734 100.0％




IT を導入しており，期待した効果が得られている 419  57.1％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない 54   7.4％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 235  32.0％
無回答 26   3.5％
合計 734 100.0％
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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用力調査では，図表 19 の通り，在庫管理システムに関して「IT 化しており，情報活用が




査では，図表 19 より在庫管理システムを「IT 化していない，または対象外」としている
企業は 18.4% であった。生産性向上調査では，図表 20 より在庫管理システムを「導入し
ていない」としている企業は 29.2% である。
4.4．中小企業における情報システム活用の変化
　以上の通り，2008 年に行った「中小企業における情報活用力と IT 化に関するアンケー
























































小 IT ベンダー」と「大手 IT ベンダー」が相談や支援の主要な依頼先として挙げられて
いた。それに対し，2017 年に実施をした生産性向上調査においては，製造業，卸売業・












































の視点を中心として」，横浜国際社会科学研究第 10 巻第 3/4 号，pp.345-366．
［7］　岡田浩一（2013）『中小企業の IT 経営論』，同友館．
［8］　服部繁一（2011），「中小企業の情報化への取組と方向性　―IT 活用の進展と企業規
模による比較を通じて―」，立命館経営学第 49 巻第 5 号，pp.257-280．
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［24］　三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社（2017）「人手不足対応に向けた
生産性向上の取組に関する調査」，2021 年 5 月 20 日閲覧，https://www.meti.go.jp/
meti_lib/report/H29FY/000254.pdf
 （2021.5.20 受稿，2021.7.7 受理）
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〔抄　録〕
　本研究では，中小企業における情報システムの導入意識と活用の変化について，製造業
と卸売業・小売業に分けて分析を行った。その結果，情報システムにかかわる相談や支援
の依頼先としての外部の専門家が，IT ベンダーだけではなく公認会計士・税理士や金融
機関などにも広がり，依頼しやすい環境になりつつあることが明らかになった。
　また，中小企業における情報システムの活用には，期待した効果が得られないといった
課題が存在していたが，その課題は解消されてきており，ある程度は期待した効果が得ら
れるようになってきていることが分かった。
　以上により，「情報システムの導入にあたって外部の専門家に相談や支援を依頼する企
業の割合が増加している」と「情報システムの効果的な活用ができている企業の割合が増
加している」といった仮説を概ね証明する結果を得ることができた。
　中小企業における情報システムの導入意識と活用には進展が見られたが，いまだに導入
は不要と考えている企業も多い。そういった中小企業が情報システムを導入する際に，外
部の専門家に相談や支援の依頼をしやすい関係性を構築，維持することが重要であると考
えられる。
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